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Ⅲ 学説・判例の展開と2度の改正（承前）
3．2001年違憲決定と民法改正
民法999条2項の除斥期間を適用することの不合理さを主張する憲法訴
訟が乱立する状況の下で，憲法裁判所（以下，憲裁と略記する）は，2001
年7月19日，民法999条2項に対する違憲訴願及び1990年改正前の民法982
条2項に対する違憲提請事件（6つの事件の併合）において47)，各条の
47) 各事件の事案は，次のとおりである。
①99헌바9事件：請求人は亡 Aの4男であり，Aが1971年3月7日に死亡するに
伴い，共同相続人となった。長男 Bは，3男 Cは共謀して1993年初め頃，他の相
続人に，法定相続分に従った登記をするのに必要であると嘘を言い，彼らから印鑑
と印鑑証明書の交付を受け，遺産分割協議書を偽造し，1993年4月6日，相続財産
である不動産に関して BC共有の登記又は B単独の登記をなした。その後，1997
年3月21日，Bが死亡し，その妻と子らが財産相続し，その不動産の一部は第三者
Dに譲渡された。請求人は，1997年の春頃，Bと Cが不法に所有移転登記をした
事実を知り，ソウル地方法院に，Bの相続人と，C及び不動産の所有権移転を受け
た第三者を相手に，BCの相続分を超える部分につき，所有権移転登記の抹消を求
めて提訴し，その訴訟継続中に，民法999条2項が憲法上の財産権保障，平等限，
幸福追求権を侵害するという理由で，違憲提請申請をしたものの，1998年12月18日，
ソウル地方法院が違憲提請申請を却下した。これに対して，請求人が1999年1月16
日，憲法訴願審判を請求した。
②99헌바26事件：Aは1975年12月10日に死亡し，その妻 B及び長男である請求人
並びに Cら子8名が共同相続した。1976年1月30日，共同相続人らの間で，甲土
地を請求人の単独相続，乙土地を Cの単独相続とする遺産分割協議が成り立ち，
1978年12月18日，Cが自己が単独相続を受けた乙土地の移転登記のため他の共同相
続人との間で乙土地についての所有権移転登記手続を履行する旨の提訴前和解が成
立した。1995年12月頃，Cはその提訴前和解調書の別紙目録を差し替える方法で，
請求人が単独相続するものと合意された甲土地に関しても他の共同相続人らが C
に所有権移転登記手続をする内容であるかのように偽造し，1995年12月19日，偽造
された和解調書に基づき甲土地を自己名義に移転登記をなし，その後第三者 Dに
移転登記をした。請求人は1996年11月29日，大邱地方法院安東支院に C及び Dら
を相手に所有権移転登記の抹消を求める訴えを提起したが，相続開始時から10年を
経過したという理由で却下され，大邱高等法院に控訴し，控訴審継続中，違憲提請
申請を経て，1999年3月10日，本件憲法訴願審判を請求した。
58 専修法学論集 第132号
「相続開始の日から10年」の部分に対して，「基本権制限の立法限界を逸脱
③99헌바84：Aが1983年4月2日に死亡し，その妻 B，長男 C及び請求人である
その他の子3名が共同相続した。1993年4月頃，共同相続人らの間で，Cが共同相
続不動産の一部を他に処分して，その売買代金を相続分で分ける旨約して，それに
従い，Cは，1993年8月2日，その当時施行中であった不動産所有権移転登記等に
関する特別措置法により，自己が1942年4月9日に Aから単独相続を受けたかの
ように保証書の発給を受けて，共同相続した不動産に関して単独相続登記を経て，
その不動産の一部を第三者に売り渡し，その代金中の一部のみ請求人らに分配した。
請求人らは，1998年4月2日，大邱地方法院に Cを相手に所有権移転登記抹消及
び金銭支払請求訴訟を提起したが，相続開始時から10年が経過したという理由で却
下された。そこで，大邱高等法院に控訴し，控訴審継続中，違憲提請申請を経て，
1999年3月10日，本件憲法訴願審判を請求した。
④2000헌바1：請求人が1982年7月3日に死亡し，その母 Aとその妻 Bが共同相
続したが，Bは，1991年4月9日，Aの分家された戸籍謄本のみを提出して，まる
で自己のみが単独相続を受けたかのように相続を原因とする所有権移転登記を経た
後，第三者 Cに登記を移転した。請求人は，1998年1月30日，B及び Cを相手に，
Bの相続分を超えた部分について所有権移転登記抹消を求めて提訴したが，相続開
始時から10年を経過したという理由で却下され，そこで控訴し，控訴審継続中，違
憲提請申請を経て，2000年1月27日，本件憲法訴願審判を請求した。
⑤2000헌바3：Aが1985年6月10日に死亡し，Aの妻及び子らである提請申請人，
そして前妻との間に出生した Bが共同相続した。Bは，1989年12月30日，遺産分
割協議書を偽造して共同相続不動産につき自己が単独相続を受けたかのように所有
権移転登記を経た後，自らの子である Cらに移転登記をした。提請申請人らは，
1999年3月3日，ソウル地方法院に B及び Cらを相手に，Bの相続分を超えた部
分について所有権移転登記抹消を求めて提訴し，さらに，その訴訟継続当時に施行
されていた旧民法999条により準用される旧982条2項中，相続開始時から10年が経
過すると相続回復請求権が消滅するという部分が憲法に違反すると主張して，違憲
提請を申請し，ソウル地方法院はこれを受け入れ，違憲審判を提請した。
⑥2000헌바23：Aが1986年10月11日に死亡し，その妻，長男 B及びその他の子ら
である提請申請人が共同相続した。Bは虚偽の遺産分割協議書を作成し，共同相続
不動産につき1993年8月30日，自己の単独名義で所有権移転登記を経たが，その後，
1999年11月22日に死亡し，その妻 C及び子 Dらが財産相続した。提請申請人らは，
C及び Dを相手に，光州地方法院順天支院に Bの相続分を超えた部分について所
有権移転登記抹消を求めて提訴したが却下されたので，光州地方法院に控訴し，控
訴審継続中に，民法999条2項中「相続が開始された日から10年を経過すると，消
滅する」という部分について違憲提請を申請し，光州地方法院はこれを受け入れ，
違憲審判を提請した。
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したものであって，財産権を保障した憲法第23条第1項，私的自治権を保
障した憲法第10条第1項，裁判請求権を保障した憲法第27条第1項，基本
権の本質的内容の侵害を禁止した憲法第37条第2項に違反する。」「本件法
律条項は，合理的な理由なく，相続を原因として財産権を取得した者をそ
の他の事由を原因に財産権を取得した者に対して差別的取扱いをしたもの
であって，憲法第11条第1項の平等の原則に違背するというべきである。」
と違憲決定を下した48)。
(1）違憲判断の構造
〔i〕制度の意義・沿革及び外国立法例 憲裁は，憲法判断に先立って，
相続回復請求制度の意義・沿革及び外国の立法例を実に丁寧に確認してい
る。
まず，相続回復請求制度の一般的な意義につき，「相続は死亡により包
括的な権利義務の承継がなされるものであって，不動産の場合，相続によ
48) 関連する憲法規定は，以下のとおりである（高橋和之編『新版世界憲法集』
〔2007年，岩波文庫〕所収の國分典子・訳，阿部照哉＝畑博行編『世界の憲法集
（第4版）』〔2009年，有信堂高文社〕所収の尹龍澤・訳，指宿正典＝辻村みよ子編
『新解説世界憲法集（第4版）』〔2017年，三省堂〕所収の岡克彦・訳を参照した）。
大韓民国憲法23条「①すべての国民の財産権は，保障される。その内容及び限界は，
法律で定める。」
同10条「すべての国民は，人間としての尊厳と価値を有し，幸福を追求する権利を
有する。国家は，個人が有する不可侵の基本的人権を確認し，これを保障する義
務を負う。」
同27条「①すべての国民は，この憲法及び法律が定めた法官により，法律による裁
判を受ける権利を有する。」
同37条「②国民のすべての自由及び権利は，国家安全保障・秩序維持又は公共福利
のため必要な場合に限り，法律をもって制限することができ，制限する場合にも，
自由及び権利の本質的な内容を侵害することができない。」
同11条「①すべての国民は，法の前に平等である。何人も性別，宗教又は社会的身
分により，政治的，経済的，社会的，文化的生活のすべての領域において差別を
受けない。」
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る取得は登記を要しないので，相続財産の承継は，被相続人の死亡事実を
知らなくても，また相続財産の現実的占有の有無を問わず，法律上当然に
行われる。このように相続財産の承継が観念的であるため，不真正相続人
（僭称相続人）により真正相続人の相続権が侵害されることが少なくない。
この場合に真正相続人が僭称相続人に対して自己の相続権を主張してその
侵害を排除し，相続権の内容を実現するため認められる権利」が相続回復
請求権であるという。
次に，このような相続回復請求権が沿革的にはローマ法上の相続回復の
訴え（hereditatis petitio）にその淵源を有し，ドイツ普通法を経てドイツ
民法に置かれ，これを範としてスイス民法も相続回復請求制度を規定し，
その後さらに，イタリア民法，日本民法，中華民国民法にも明文規定が置
かれたこと，フランス民法には明文規定がないが，判例・学説を通じて相
続回復請求制度が認められていること，英米法には遺産管理人制度がある
ため認められていないことを確認する。さらに具体的に，14箇条の条文を
置いているドイツ民法では，相続回復請求権は個別的請求権の消滅時効期
間が満了したか否かと関わりなく，30年の経過で消滅時効が完成し，相続
回復請求権が消滅時効にかからない間は僭称相続人は相続財産に属するも
のとして占有した物の取得時効を主張することができないとされているこ
と，スイス民法上の相続回復訴権にも悪意の侵奪者については30年の経過
をもって消滅時効が完成するとされていること，日本民法上は，相続権が
侵害された時より5年が経過すると時効により消滅し，相続開始時より20
年経過したときも同じであることを概説する。
続いて，憲裁は，本稿Ⅱ2～4で考察したような韓国民法上の相続回復
請求制度の沿革を丁寧に辿った上で，「その淵源は古代ローマ法に由来す
るものであって，その立法趣旨は真正相続人を保護することであるいうべ
きである」とまとめた。
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〔ii〕確立判例の確認 その上で，憲裁は，民法999条2項の憲法判断に
際しては，大法院による解釈方法を前提としなければならないとして，確
立した判例を次のように整理する。
〈α〉法的性質 大法院は，相続回復請求権を単一・独立の請求権では
なく，相続財産を構成する個々の財産に関して生じる個別的請求権の集合
とみる集合権利説を採っており，相続回復請求権と個別の物権的請求権を
別個とみず，両者の関係は法条競合関係にあるとする。このような相続回
復請求権を特別に規律しこれに対する短期の行使期間を規定した立法者の
意図に関しては，迅速な期間内に相続財産に関連する法律関係の不安を解
消させ取引安全を図る点にあるとする。
〈β〉行使要件 判例によると，相続回復請求権者は，自らの権利が相
続を原因として取得されたものである旨を請求原因として主張しなければ
ならない。その相手方となる僭称相続人は，正当な相続権がないにもかか
わらず，財産相続人であると信頼させる外観を備えている者，あるいは相
続人であると僭称して相続財産の全部又は一部を占有している者を指す。
共同相続人の一部が他の共同相続人の相続権を否定し，自己のみに相続権
があると主張して，他の共同相続人を排除したまま，相続財産を占有・支
配することで他の共同相続人の相続分を侵害した場合にも，その所有権又
は持分権が帰属するという主張が相続を原因とする以上，相続回復請求の
訴えである。
〈γ〉行使期間とその徒過の効果 確定した判例によると，相続回復請
求権の行使期間の法的性質は，除斥期間である。よって，権利行使可能か
否かを問わず，一定期間にわたり権利が行使されない場合，時効期間の中
断・停止のような法理は適用されず，期間が経過して提訴された訴えにつ
いては，職権で訴えを却下しなければならない。
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〔iii〕民法999条2項の10年の権利行使期間の違憲性
〈α〉一般論 相続回復請求制度につき以上の前提に立った上で，憲裁
は，一般論として，次のように述べる。「相続権は，財産権の一種である
から，相続制度や相続権の内容は立法者が立法政策的に決定しなければな
らない事項であり，原則的に立法者の立法形成の自由に属するというべき
であるが，立法者が相続制度や相続権の内容を定めるに当たって，立法形
成権を恣意的に行使し，憲法第37条第2項が規定する基本権制限の立法限
界を逸脱する場合には，その法律条項は憲法に反するというべきである。」
「憲法第37条第2項は，国民の自由及び権利は，国家安全保障・秩序維持
又は公共福利のため必要な場合に限り，法律で制限することができ，その
場合にも自由及び権利の本質的な内容を侵害することはできないと規定し，
国家が国民の基本権を制限する内容の立法をなすに当たって遵守しなけれ
ばならない基本原則を宣明している。従って，基本権を制限する立法をな
すに当たっては，立法目的の正当性及びその目的達成のための方法の正当
性，被害の最少性，そしてその立法により保護しようとする公共の必要性
と侵害される基本権との間の均衡性のすべてを満たさなければならず，こ
れを遵守しない法律条項は，基本権制限の立法限界を逸脱したものとして，
憲法に反する｣49)。
〈β〉立法限界の逸脱の有無 続けて，憲裁は，本件法律条項が真正な
相続人の財産権，幸福追求権ないし私的自治権，裁判請求権を制限するの
で，それらの基本権制限が憲法的限界を超えないものかの検討に進む。
相続回復請求権は，本来真正な相続人保護のための制度であるが，それ
にもかかわらず，本件法律条項は，外国の立法例と比べて，その権利行使
期間を著しく短く設定して，法律関係の迅速な確定ないし取引安全を図ろ
うとしている。「しかし，その結果，民法第999条は，真正相続人の保護の
49) 憲裁1998年8月27日宣告96헌가22決定等。
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ための規定であるというよりは，むしろ僭称相続人を保護する規定に変貌
してしまっており，幾多の問題点を内包させている」。このように述べて，
次の①②の点について，基本権制限が憲法的限界を超えると論じる。
① 真正相続人の帰責事由の有無や僭称相続人の侵害行為の時点を問わず，
一律に相続開始日から10年の除斥期間を規定する点について。
「相続による相続財産の包括的承継は，法律の規定それ自体によるもの
であるから，別途何らの手続も必要とするものではない。よって，相続財
産に対する侵害がある場合には，その相続人は侵害の相手方に対してその
侵害の態様に応じて具体的な相続財産の権限による権利を行使すればよい
のである。このような場合，動産の善意取得や不動産の時効取得のような
事由がない限り，真正相続人は期間の制限なく相続財産を追求することが
できる。」「ところで，本件法律条項はこのような個別的請求権の行使を期
間の面で大きく制限している。相続回復請求権が真正相続人を保護するた
め導入された本来の趣旨とは正反対の制限規定の役割をむしろ果たしてい
るのである。」「一般的に，僭称相続人は，悪意でなくとも，過失のある者
である。よって，本件法律条項が相続関係の迅速な確定のためのものだと
しても，理念のみから10年という比較的短期間で真正の相続人の財産権を
剥奪し僭称相続人に与えることになる結果は，明らかに不当である。とく
に侵害行為が相続開始日から10年が経過した後に発生した場合には，僭称
相続人は，侵害と同時に相続財産を取得し，真正相続人は権利を失い，救
済を受ける道がなくなり，その不合理性と反倫理性は，とくに著しい。侵
害行為が相続開始日から10年が経過する前であったとしても，問題点は同
じである。今日，家族共同生活は，核家族に急速に分解されるにともない，
住居空間が狭くなり，取引関係も複雑・多様になり，被相続人が死亡した
場合，相続財産の状態を詳細に把握し又は調査するのは容易ではなく，相
続財産を把握したとしても，相続人が相続財産を処分する前は，相続登記
をしないまま財産権を行使しあるいはそのまま保留する場合が多いのが，
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われわれの感情と現実であるからである。その上，相続財産の一部につい
て10年の除斥期間を遵守したとしても，他の相続財産についても除斥期間
を遵守したものとみることはできないので（大法院1981年6月9日宣告80
므84・85・86・87判決），真正相続人はすべての相続財産につき10年内に
権利確保のための措置を講じなければならないという重い負担を課される
ことになる。これは，本来所有権が消滅時効の適用を受けないという権利
の属性に反するのみならず，僭称相続人による財産権侵害を事実上防御で
きなくさせることでもある。結局，相続に関する法律関係の迅速な確定の
ためのものだとしても，その権利行使期間を相続開始日から10年の除斥期
間と規定したのは，適正な基本権制限の方法だとみることはできない。」
② 第三者保護・取引安全との関係について。
「本件法律条項が僭称相続人の外観を信頼した第三者を保護するための
規定であることを勘案したとしても，それにより保護しようとする公益に
比し，真正相続人の不利益がより大きいと言わざるをえない。」「第三者は，
本件法律条項によらずとも，同人が僭称相続人から譲り受けた相続財産が
動産・指図債権・無記名債権・指名所持人払債権又は有価証券である場合
には，善意取得により保護を受けることができ，それ以外の権利に関して
も，取得時効の規定を援用し又は僭称相続人を相手に不当利得の返還を求
めて原状回復しうる余地がある一方で，本件法律条項によると，真正相続
人は除斥期間が過ぎるとなんらの救済手段も持ち得ないまま，権利を喪失
することになるので，取引安全という立法目的達成に必要な程度以上に真
正相続人の財産権を制限するものとみるべきである。」「つまり，真正相続
人は，相続開始日から10年以内に，登記，分割，処分等の権利行使を必ず
しなければならず，その権利行使をしないうちに，相続財産に対する侵害
があれば，やはり同じく10年の期間内に回復しなければならず，一度その
期間が経過するとそれだけで，たとえ侵害がその期間経過後であっても，
真正相続人の帰責事由や僭称相続人の善意悪意を問わず，一方的に真正相
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続人はその権利を喪失することになる。これは，真正相続人にあまりに過
酷な結果をもたらし，とくに侵害が相続開始日から10年を経過した後に発
生した場合には，権利を回復する前に消滅してしまい，僭称相続人は侵害
行為をした瞬間に，本件法律条項により相続開始時に遡及して権利を取得
することになるという到底受け入れ難い奇異な結論に至ることになる。民
法は真正の権利者の犠牲の下に取引の安全を保護する規定をいくつか置い
ているが，それは，第三者が善意であるときのように，保護するに値する
例外的妥当性がある場合に限られるところ，相続権侵害の場合がそのよう
な例外的妥当性がある場合に該当するとみることは困難である。」「従って，
相続開始日より10年が経過すると，真正相続人は相続財産に対する権利を
喪失し，僭称相続人が権利を取得するとし，まるで本件法律規定に僭称相
続人をむしろ保護する規定としての役割を与えているのは，立法目的達成
に必要な程度以上に相続人の基本権を制限したものであって，基本権制限
の立法限界である被害の最少性，公共の必要性と侵害される基本権との間
の均衡性を備えたということはできない。」
〈γ〉平等原則違背の有無 最後に，憲裁は，平等原則との関係につい
ても，次のように付言する。「憲法第11条第1項の平等の原則は，立法及
び法の適用に際して合理的な根拠のない差別をしてはならないことも含
む。」「所有権や所有権に基づく物権的請求権は消滅時効にかからず，期間
の制限なくこれを行使することができ，債権は原則的に消滅時効期間が10
年であり，債権以外の財産権は消滅時効期間が20年である。ところが，所
有権に基づく物権的請求権の一種である相続人の相続回復請求権について
は，10年が経過すると所有権に基づくすべての権利請求の機会を剥奪し，
さらに所有権自体を喪失させる結果を生じさせてしまっている。相続によ
る財産権の移転が法律上当然に包括的に行われるという法律的特性とこれ
による善意の第三者保護の必要性を勘案してみても，このような点が相続
により財産権を取得した者とその他の原因により財産権を取得した者とを，
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これほどまでに異なる取扱いをしなければならない特別の事情と解するこ
とは困難である。すなわち，相続以外の他の財産権移転の場合にも，真正
の権利者と権利の外観を備えた僭称権利者がありうるが，言い換えると，
我が国の物権法体系の特殊性，つまり不動産物権変動における公信の原則
を認めないことで，悔しい思いをする善意の第三者は至る所で生じうるが，
唯一相続の場合に限り，他の法律関係におけるより取引安全の必要性が高
いかのように，相続開始日より10年が経過した後は，真正の権利者の権利
を喪失させるというのは，合理的な差別であるということはできない。」
（2）民法改正とその後
以上において詳細に憲法裁判所の違憲決定を考察したが，その指摘は極
めて厳しい。学界・立法府は，迅速にこの難問を解決することを迫られた。
まず，学界サイドから民法999条の改正方向が示された。それによると，
同条の2つの権利行使期間を除斥期間とすることはそのまま維持し，短期
の期間も別段不合理とはいえないので，そのまま維持した上で，違憲とさ
れた長期の期間を巡り二つの方向性が示された。その一つが，その期間を
延長して取得時効期間よりも長期化することで，相続権侵害による被害を
減少させ，長期間権利確保を怠った真正相続人には，その権利を認めない
という方向性である（甲案）。もう一つの方向性が，相続開始日という起
算点を侵害行為があった日にするというものであった（乙案）。
その後法務部に設置された民法改正特別分科委員会において，両案を中
心に議論がなされ，1995年10月28日の会議において，相続人保護と取引安
全の調和から乙案を支持する意見が多数を占め，採択された50)。このよう
な経緯を経て，改正された民法999条は，Ⅰ1【表1】［γ］のとおりであ
る51)。
50) 법무부『가족법 개정 특별분과위원회 회의록（제3관）』（1996년）92-102면,
137-158면.
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この改正を通じて，権利行使期間制限の問題は一定の解決をみたとも言
えようが，相続回復請求権制度の意義や同請求権の性質をめぐる根本的な
問題には，上の改正は触れていない。また，侵害行為時から10年の除斥期
間という延長された期間も，朝鮮戦争や南北分断等で共同相続人の一部の
生死が長期にわたり不明であったという事例にとっては，甚だ不十分なも
のである。そのため，起算点の改正後も，侵害行為時から10年という除斥
期間を定める民法999条2項に対しては，憲法適合性判断を求めた憲法訴
訟が頻発している。筆者が管見したところ，いずれも合憲判断であるが，
7件もの憲法訴訟の存在を確認できた52)。例えば，2010年11月の憲法裁判
所決定は，民法999条2項の除斥期間は「相続人が自らの相続財産を回復
するための権利を行使するのに十分な期間であって，立法裁量の範囲を逸
脱したものとはいえない」，「相続回復請求権の短期除斥期間は，僭称相続
人自体を保護するためのものではなく，一定の相続回復請求の期間が過ぎ
た場合，真正の相続人がもはや自己の権利を主張することができなくさせ，
僭称相続人が相続財産に対して有している外観を信じて取得した第三者を
保護することによって，究極的には，相続を巡る法律関係を早期に確定し
取引の安全を図るためのもの」であり，「その結果，悪意の僭称相続人が
保護を受ける結果が生じるとしても，これが請求人らの財産権や平等権を
侵害するとみることはできない」として，合憲判断を示している53)。
51) 2002年改正については，金疇洙『注釈大韓民国相続法─2002年改正まで』（2002
年，日本加除出版）に詳しい。
52) ①憲裁2002年11月28日宣告2002헌마134決定，②同2004年4月29日宣告2009헌바
5決定，③同2006年2月23日宣告2003헌바38・61（併合）決定，④同2008年7月31
日宣告2006헌바110決定，⑤同2009年9月24日宣告2008헌바2決定，⑥同2010年7
月29日2005헌바89決定，⑦同2010年11月25日宣告2010헌바253決定。
53) 3年の除斥期間の憲法適合性については，前注52)④決定が，「大法院は相続権
の侵害を知った日とは，自らが真正相続人であると知り，また自己が相続において
除外された事実を知ったとき時と解釈しており，その起算点が不合理に適用された
ということができず，相続による財産権の移転が法律上当然に包括的に行われると
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学説上は，これまでの除斥期間という位置づけ自体を批判し，消滅時効
期間化しようとする試み54)や，期間制限の結果，真正相続人の財産権が否
定され，その反射的効果として僭称相続人に財産権の取得が認められるこ
とに対する懐疑的な検討を試みようとするもの55)など，解釈論だけでなく，
相続回復請求権制度の撤廃の可能性も含んだ立法論がなお活発に論じられ
ている。その背景にあるのが，Ⅳで扱う北朝鮮住民からの相続回復請求の
可否を巡る問題でもある。
Ⅳ 現代的トピック：北朝鮮住民からの相続回復請求56)
1．離散家族の再結合がもたらす家族法上の問題の発生
（1）背景─離散家族の再会と脱北者の増加
以下では，相続回復請求権を巡る韓国の現代的トピックである北朝鮮住
民からの同請求権行使の時間的限界について考察を進めるが，韓国特異な
問題性が現れるゆえ，考察に先立ち，背景事情をみておかねばならない。
いう法律的特性と，これによる善意の第三者保護の必要性を勘案すると，3年とい
う期間は相続人が自らの相続財産を回復するために権利を行使するのに十分な期間
であると思われるだけでなく，現行法上認められる他の消滅時効及び除斥期間の関
連規定が定めている権利行使期間と比較してみても，その権利行使に相当な期間で
あると思われる」ので，憲法37条2項で定める基本権制限の限界内の正当な立法権
の行使であり，過剰禁止原則に違背せず，平等原則を侵害するものにも当たらない
とした。
54) 김성태「상속회복청구권의 행사기간에 대한 연구」서강법률논총 1권1호
（2012년）121면 이하.
55) 권재문「중복 보존등기된 상속부동산에 대한 상속회복청구권 소멸의 반사효과」
법초 677호(2013년）251면 이하.
56) この現代的トピックについては，青木清＝尹龍澤＝大内憲昭＝岡克彦＝國分典
子＝中川敏宏〔共編〕『コリアの法と社会』（2018年5月刊行予定，日本評論社）所
収の拙筆「南北離散家族と遺産争い」においても，分断体制としてのコリアという
観点から取り上げている。
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日本による併合からの解放後，北緯38度線を境にしてアメリカ軍とソ連
軍の分割占領が行われ，アメリカ軍占領地域では1948年8月13日大韓民国
が樹立し，その約1月後の同年9月9日には，ソ連軍占領地域で朝鮮民主
主義人民共和国が成立した。朝鮮半島に生まれたこの2つの国は，ともに
朝鮮半島全域を自国の領土であるとし，両国間の緊張関係は高まるばかり
であったが，1950年6月25日，朝鮮人民軍が突如，約10万の兵力をもって
北緯38度線を越えて南下を開始したことから，朝鮮戦争（韓国では，韓国
戦争あるいは開戦日にちなみ6・25戦争と呼ばれる）が勃発した。それか
ら3年後の1953年7月27日に休戦協定が結ばれるまでの間，多くの市民を
巻き込む過酷な地上戦が展開され，戦火の混乱の中で，1000万人とも言わ
れる離散家族が生じた57)。休戦協定後，分断により南北間の往来は長期に
わたり完全に中断していたが，1972年の南北共同声明の後に開始した南北
赤十字会談で離散家族再会に向けた対話が始まり，1985年8月に「南北離
散家族故郷訪問・芸術団公演」という形で，離散家族の再会が実現したが，
南北関係の冷え込みによりこの事業は一回限りで終わった。離散家族問題
が大きく展開したのが，1998年，金大中大統領の就任である。金大中は太
陽政策を掲げ，2000年6月には平壌で金正日と南北首脳会談を行い，南北
共同宣言を発表し，離散家族の再会事業を推し進めることが宣言され，同
年8月には，遂に第1回目の離散家族再会が実現した（なお，再会のこと
を韓国語では「相逢（상봉）」という）。その後，この離散家族再会事業は，
中断と再会を繰り返し，これまで多くの離散家族が，生き別れた家族の生
死や消息を確認し，そして再会の喜びを果たした。また一方で，いわゆる
脱北者の急増に伴い，脱北者が韓国に入国定着することで再会を果たした
家族も増加している。統一部の公表データによれば，2017年3月末までに，
北朝鮮を脱し韓国に入国した者（韓国では，「北韓離脱住民」と呼ばれる）
57) 離散家族の状況については，藤目ゆき監修・金貴玉著・永谷ゆき子訳『アジア
現代女性史6 朝鮮半島の分断と離散家族』（2008年，明石書店）等参照。
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の数は，総計30,490名であり，その男女内訳としては，男が8,848名，女
が21,642名（女性比率71％）という数字が示されている58)。
そのような離散家族の再会・再結合に伴って，北朝鮮在留の相続人を外
してなされた韓国所在財産の相続を巡って争いが生じるようになったので
ある。朝鮮戦争休戦からすでに60年以上の歳月が経過しているので，朝鮮
戦争時に離ればなれになった直接的な離散家族は既に亡くなり，その子孫
の間で遺産争いが展開される事例も生じる。相続は〈争族〉であると言わ
れることがあるが，このような〈争族〉は，その前提となる親族法上の問
題をも引き起こす。婚姻の有効性や離婚請求の可否，親子確認の訴え，認
知請求など，各種の問題がとくに再会事業の開始以降に伝えられるように
なった59)。
（2）北朝鮮在留配偶者に対する離婚請求訴訟
そのような離散家族間の家族法上の問題が裁判所を舞台に争われ，注目
を集めたのが，北朝鮮に配偶者を残して脱北した後，韓国に定着した者が
北朝鮮在留配偶者を相手に離婚請求しうるかという問題であった60)。脱北
58) http: //www. unikorea. go. kr/unikorea/business/NKDefectorsPolicy/status/
lately/（2017年11月10日アクセス）
59) 比較的早期の研究としては，신영호「남북이산가족의 왕래와 재결합에 관한 법
령정비바안」（고려대）버학논총 34집(1998년), 하철영/류재철「남북이산가족과
관련한 법률상의 혼란과 문재점」동의법정 17호（2001년), 소재선「남・북이산가
족의 상봉（1-3차）에 따른 가족법상의 제문제」가족법연구 15권2호（2001년）
等がみられる。
60) 国籍の異なる者の間の離婚の可否やその前提としての婚姻の有効性については，
国際私法上のルールに従い，準拠法が決定され，その国の法により決定されること
であるが，北朝鮮と韓国との関係は，相互に国家承認していないので，国と国との
関係と捉えることができない特殊な問題である。分断状態の特殊性を考慮して北朝
鮮と韓国との関係性を論じる議論のことを，韓国では，「南北韓特殊関係論」とい
う。そのような考え方は，例えば，南北基本合意書の前文にある，北朝鮮と韓国の
関係は「双方の関係が国と国の間の関係ではない統一を指向する過程において，暫
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者については，彼らが韓国の生活に迅速に適応・定着できるようにする目
的で，その各種の保護制度を規定する「北韓離脱住民の保護及び定着支援
に関する法律」（以下，「北韓離脱住民保護法」と略称する）が1997年に制
定されたが，同法によると，その保護対象となる者は戸籍を編成できるが，
就籍時そこに北朝鮮における婚姻の有無及び配偶者を記載することとされ
ていたため，事実どおりに配偶者の存在を記載した保護対象者が韓国で新
たに婚姻申告をすることができないという問題が生じ，離婚請求の可否が
社会的関心を惹いていた61)。
その最初の離婚請求事件がソウル家庭法院2004年2月6日宣告2003드단
58877判決である62)。ソウル家庭法院は，北朝鮮において北朝鮮の法制に
従いなされた婚姻の効力を認めた上で，民法840条6号所定の裁判上の離
婚事由，「婚姻を維持し難い重大な事由」が認められるとして，離婚請求
を認めた63)。本判決を契機に，同様の離婚請求が多発したため，2007年に
定的に形成された特殊関係」であるという表現にもあらわれている。離婚の可否と
その前提としての婚姻の有効性も，そのような特殊関係に配慮して，検討されなけ
ればならない。南北特殊関係論については，제성호『남북한 특수관계론：법적 문
제와 그 대책』（1995년，한울)，이효원 『남북교류협력의 규범체계』（2006년）を
参照文献として挙げることができる。
61) 台湾で1992年に施行された「臺灣地區與大陸地區 人民關係條例」の内容及びそ
れに関わる議論を考察し，中国・台湾の両岸問題から南北離散夫婦の問題を検討し
ようとする，한기종「남북한 및 해협양안의 이산부부 혼인관계에 관한 고찰」가족
법연구 21관2호（2007년) 147면 이하は，貴重である。その後，南北家族特例法の
制定に際しても，上記「條例」は大いに参考にされた。
62) 同判決の詳細は，拙稿・注13)専修法学論集115号88～90頁。
63) 北に残した配偶者を見捨てて，自分だけ新しい人生を歩もうとする，このよう
な請求は許されるべきではないという見方もあるかもしれない。韓国でもわが国と
同様，有責配偶者からの離婚請求を原則否定する立場が採られているが，北朝鮮に
家族を残して脱北し，韓国で新たなパートナーを得ようとすることに帰責性を見い
だすとすれば，そういう理解にもなるかもしれない。しかし，ここで冷静に顧慮し
なければならないのは，南北の分断状態は固着化しており，配偶者の一方が命を賭
して脱北を試み，それに成功した場合，他方が同じく脱北を試み成功しない限り，
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は，北韓離脱住民保護法が改正されるに及び，離婚の特例規定が新設され
た64)。言うまでもないが，このような離婚請求も，相続問題と密接に関
わっている。離婚の成否は，相続分としては大きな割合を持つ配偶者の相
続権を剥奪しうるか否かに関わるからである。
（3）2009年相続回復請求事件
その後2009年になると，次のような【事案】に関するニュースが韓国社
会を大いに騒がせた。やや長くなるが，南北離散家族間の相続を巡る争い
の現状を生々しく伝えるものとして，取り上げたい。
【事案】P は，1918年，軍事境界線以北地域である平安南道で出生し，
1933年頃 Qと婚姻し，その婚姻生活中に，A，B，X1，X2，X3，X4 の6人
両者は二度と再会できない可能性が高いということ，脱北に至る事情や背景は様々
であること，脱北者の韓国での定着と自立は容易ではなく，その者を支える新たな
家族的存在が不可欠であるということである。裁判上の離婚事由としての「婚姻を
継続し難い重大な事由あるとき」を南北関係の特殊性から肯定的に捉えることも可
能であろう。
64) 同法19条の2（離婚の特例）［1997年改正の後，若干の改正があり，以下は，現
行法の規定である］
①第19条の規定により家族関係登録創設を行った者のうち北韓に配偶者がある者は，
その配偶者が南韓地域に居住するか否かが明らかでない場合，離婚を請求すること
ができる。
②第19条の規定により家族関係登録創設を行った者の家族関係登録簿に配偶者とし
て記載された者は，裁判上の離婚の当事者となりうる。
③第1項の規定により離婚の請求をしようとする者は，配偶者が保護対象に該当し
ないことを証明する統一部長官の書面を添付して，ソウル家庭法院に裁判上の離婚
請求をしなければならにあい。
④ソウル家庭法院が，第2項による裁判上の離婚の当事者に送達をするときには，
民事訴訟法第195条の規定による公示送達をすることができる。この場合，最初の
公示送達は，実施した日より2箇月が経過しなければ効力が生じない。ただし，同
じ当事者に最初の公示送達の後に行う公示送達は，実施した日の翌日から効力が生
じる。
⑤第4項の期間は短縮することができない。
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の子が二人の間に生まれた。Pは，朝鮮戦争勃発後，長女である A（当時
15歳）のみを連れて避難し，残りの家族は北朝鮮にそのまま残ったが，そ
の後，休戦となり，南北間の往来が断絶し，離散家族となった（Q は
1997年4月10日北朝鮮で死亡，Bは1996年12月1日北朝鮮で死亡）。Pは，
1953年6月，ソウルで新たに就籍申告を行い，1957年1月，北朝鮮に残っ
ている Qと，自己とともに越南した Aについては自身の戸籍に登載した
が，北朝鮮に居住する残りの子は，戸籍に登載しなかった。
Pは，1959年10月，Qが1952年7月8日に死亡したと死亡申告をし，た
だちに，16歳年下の Rと婚姻した。Pと Rの間には，Y1，Y2，Y3，Y4 の
4人の子供がいる。Pは，ソウルで個人病院を経営し，相当な財産を蓄え，
1987年11月に死亡した。Pの遺した多数の不動産について，死亡後約20年
間，その名義の変更が行われないできたが，2008年12月になって，家族関
係登録簿に登載されている相続人の法定相続分に従って，韓国に居住する
相続人らへの相続登記が行われた。
一方で，Aは，離散した家族を探すため，2000年9月，離散家族捜索申
請をしたが，捜し出せずにいたところ，2005年頃になって，日本に居住し
ている母方のおじを通じて，Qと Bは既に死亡したものの，その他の兄
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【北朝鮮】 【韓国】
1933年婚姻 1959年婚姻
Q P R
X1～X4 Y1～Y4B A
1997.4.10
死亡
1996.12.1
死亡
2008.12
相続登記
2009.2 相続回復請求
朝鮮戦争時に南韓に避難韓国
妹が生存しており，越南者家族という理由で悲惨な生活をしてきていると
いう消息に接した。そこで，Aは，2008年2月，アメリカ国籍の宣教師と
して北朝鮮をしばしば往来する Rに対して，北朝鮮に居住する兄妹らの
所在を把握し，彼らが自己に対して Pの相続財産に対する訴訟及び財産
管理を委任するようにさせてほしいと依頼した。
Rは，その後，数度にわたり，平壌を訪問し，親交のある国家安全保衛
部の関係者に，Xらの住所の確認を依頼し，X1 の住所地に同行させて訪
ねて行き，X1 に P死亡の事実を知らせるとともに，親子関係訴訟及び相
続回復請求訴訟等を委任する意思を確認し，Xらの自筆の陳述書及び署名
し拇印を押した自筆の訴訟委任状，Aを受任者とする相続財産に対する法
的管理委任状等の書類一式，身元確認のため採取した Xらの毛髪と爪の
サンプル，このような一連のやり取りを収めた動画，Xらの公民証，北朝
鮮当局が保管する住民台帳，住民登録証書等を写真に収めたデジタルカメ
ラ等の交付を受けた。Rは，2008年9月末，韓国に入国し，Aに会い，上
記の資料一式を渡した。Xらは，2009年2月，100億ウォンにものぼる P
の遺産について，相続回復請求訴訟等を提起した。
この事件は，争われた遺産が大きかったこと，北朝鮮の国家安全保衛部
の関係者が絡んでいたこと，訴訟に必要な各種の証拠資料を取得する一連
の過程を収めた映像が存在したことなどから，メディアは挙って，これを
大々的に，かつセンセーショナルに伝えた。本件は，離散家族間における
家族関係及び相続を巡る諸問題に対して，あらためて一般の関心を喚起さ
せ，下記2でみる「南北家族特例法」が制定される重要な契機ともなった。
もっとも，本件は，特例法施行前である2011年7月，Xらが不動産の一部
と一定額の金銭を受領する内容の任意調停が成立したことで，訴訟事件と
しては終結した65)。なお，本件では，2008年12月に韓国居住の共同相続人
らで相続登記がなされ，その後Ｘらがその事実を知ったが，2009年2月の
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訴え提起時に，短期長期いずれの除斥期間を徒過しておらず，除斥期間の
問題が争点とならない事例でもあった。
2 南北家族特例法の制定
（1）南北家族特例法の構成と概要
以上のような背景事情の下，韓国住民と北朝鮮住民との間の家族関係及
び相続を巡る問題に対して現行法上の規律をそのまま適用して解決するこ
との限界が指摘され，その特殊関係に配慮した特別の規律を定めるべきで
あるとの声が高まった。それに応じるため，2012年に制定・施行されたの
が，南北家族特例法である。全6章，32箇条から成っている。第1章総則
には，南北韓特殊関係論を基礎とする法適用の基本原則が置かれているの
が注目される（2条）。当初の法律案では，第1章に，準拠法に関する規
定と北朝鮮の判決の効力に関する規定が盛り込まれていたが，南北韓の特
殊関係を考慮に入れたとしても，北朝鮮の法律と判決の効力を他国のそれ
と同じように認めると，不合理な結果をまねくとして，削除された。第2
章には，南北韓の特殊関係を反映した裁判管轄の特殊ルールが置かれる
（4･5条）。第3章には，南北住民間の家族関係に関する特例が，第4章
には，相続に関する特例が並ぶ。第3章及び第4章における実体法的規律
は，民法上の規定との関係で，様々な面での特則性をもつが，本稿では扱
うことができない66)。民法上の権利行使期間を延長している8条（親生子
関係存在確認の訴えに関する特例）2項及び9条（認知請求の訴えに対す
65) 後日談となるが，その後，韓国にいる Pの長女 Aが Yらの相続財産に対する財
産管理人として自らを選任してくれるよう裁判所に求めた事件において，ソウル家
庭法院は，2012年11月23日の判決（2012느단4785）で，Aの適切な財産管理は期待
できないとして，「Aではなく，法院において中立的な地位にある弁護士を財産管
理人として選任するのが相当である」とした。本件が南北家族特例法を適用し，法
院が財産管理人を選任した最初の事件となった。
66) これらについては，拙稿・前注13)専修法学論集117号51～82頁参照。
76 専修法学論集 第132号
る特例）2項が，相続回復請求権の権利行使期間との関係では，とくに注
目される。いずれの規律も，「分断の終了，自由な往来その他の事由によ
り，訴えの提起に障害事由がなくなった日から2年内」と権利行使期間の
延長措置を講じている。第5章は，北朝鮮住民が相続等で韓国所在の財産
を取得した場合における財産管理のあり方についての一連の規定である67)。
当初の法案は，北朝鮮住民の意思で管理人を選ぶことを広く認めていたが，
北朝鮮当局の介入が予想されるとして，裁判所が管理人を選任するのを原
則としている。
（2）南北家族特例法11条
南北家族特例法11条は，民法上の相続回復請求に関する特例を定めてい
る。この特例が民法999条に対して，どのような特則性を有しているのか
を，その制定過程における議論を交えつつ，以下で概観する。同法11条の
条文は，次のとおりである。
「第11条（相続回復請求に関する特例）①南北離散により被相続人である南韓住民
より相続を受けられなかった北韓住民（北韓住民であった者も含む）又はその法
定代理人は，民法第999条第1項により相続回復請求をすることができる。この場
合，他の共同相続人がすでに分割その他の処分を行った場合には，その相続分に
相当する価額をもって支払うよう請求することができる。
②第1項の場合に共同相続人中に相当な期間同居・看護その他の方法で被相続人
を特別に扶養し又は被相続人の財産の維持若しくは増価に特別に寄与した者がい
るときには，相続開始当時の被相続人の財産の価額から共同相続人の協議により
定めたその者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，相続回復請求権者の
相続分を算定する。
③第2項による協議が調わず又は協議することができない場合には，家庭法院は，
第2項に規定された寄与者の請求に応じて，寄与の時期・方法及び程度並びに相
続財産の額その他の事情を斟酌して，寄与分を定める。
④第2項及び第3項による寄与分は，相続が開始した時の被相続人の財産価額か
67) 南北家族特例法施行に伴い，「北韓住民登録台帳」が設けられ，法務部には「北
韓住民財産管理民願接受センター」が置かれている。
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ら遺贈の価額を控除した額を超えることができない。」
〔i〕南北家族特例法の基本的なアプローチ
相続回復請求権に関する特例規定を置くかという問題の前提として，そ
もそも，北朝鮮住民に韓国住民と同じ相続人としての地位を承認してよい
かを巡り，争いがあった。この点，判例には北朝鮮住民の相続権を承認し
て，北朝鮮住民を抜きになされた遺産分割は無効であると解するものが古
くより存在した68)。もっとも，近年のソウル家庭法院は，相続権のある北
朝鮮住民を除いた共同相続人間で遺産分割をしてもよく，その場合，北朝
鮮住民は後に相続回復請求等の方法で相続分を回復する道があると述べて，
実際的な配慮をしている69)。
学説上では，一方で極端なものとして，北朝鮮住民の相続権を一律に否
定する考え方もあったが，統一を指向する過程における同じ民族の人権を
保障すべきであるという前提に立つのが一般的である。ただし，相続制度
の趣旨や相続権の根拠に照らして，韓国の相続人との実質的な衡平を考慮
しなければならず，韓国所在の財産が制限なく北朝鮮に流出すると安全保
障や公共の利益に反する結果となるおそれもあるとして，北朝鮮住民の相
続権に一定の制限を加え，あるいは韓国の相続人を有利に扱う措置を講じ
ることも検討されねばならなかった。
様々なアプローチが提言されたが，例えば，韓国の相続人と北朝鮮の相
続人の地位は同じであるが，韓国の相続人に寄与要件を緩和した寄与分を
認めて，実質的な衡平を図ろうとするもの70)，韓国の相続人と北朝鮮の相
続人との間に相続分の差を設けるべきであるというもの71)，北朝鮮住民が
68) 大法院1982年12月28日宣告81다452,453等。
69) ソウル家庭法院2004年5月20日付98느합1969,2000審判等。
70) 이은정「북한주민의 월남자 재산상속권 청구문제」제129회 북한법연구회 월례
발표회발표문（2009년) 11면 등.
71) 소재선「이산가족의 재결합에 따른 가족법상의 제문제」가족법연구10호（1993
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相続した財産を北朝鮮に移転することが可能となるまで，相続分価額の金
銭的請求のみを認め，それとともに特別の相続財産管理制度を置くべきで
あるというもの72)，相続人の地位は同等としつつ，相続財産のうち北韓地
域に搬出できる財産の総額に制限を設けたり，北朝鮮法上その所有が認め
られない土地などについては北朝鮮の相続人に相続を否定したりするなど
して，量的又は質的な制限を加えるべきというもの，さらには，統一前の
西ドイツでとられたアプローチを参考に，北朝鮮の相続人の相続財産の処
分・使用・搬出を「所有者の個人的又は近親者による消費の場合」などに
制限しようとするもの73)など，が散見される状況であった。南北家族特例
法が採ったのは，北朝鮮の相続人にも韓国の相続人と同一の相続権・相続
分を認めた上で，長期間の分断，南北の経済力の違い等を考慮し，韓国の
相続人に対する寄与分を認定し，北朝鮮の相続人の相続回復請求等の場合
において，韓国の相続人の保護や相続財産につき行われた取引の安全の保
護を図る措置を講じるなどして，利害関係を調整するという基本的なアプ
ローチであった。
〔ii〕民法規定に対する特則性
そのようなアプローチの下，相続回復請求に関する特例が果たしてどの
ような特則性を有しているのか。おおよそ次のイロの2点に見いだせる。
イ 価額支払請求の拡張 わが民法910条と同様，韓国民法1014条は，
相続開始後の被認知者の価額支払請求権を定めているが74)，これは相続回
년) 513-516면.
72) 권순한「남북한 가족법의 통합과 법률문제」연세법학연구 7집1권（2000년)
207면.
73) 東西ドイツ統一前の西ドイツのアプローチについては，拙稿・前注13)専修法学
論集115号82～84頁。
74) 韓国民法1014条（分割後の被認知者等の請求権）相続開始後の認知又は裁判の
確定により共同相続人となった者が相続財産の分割を請求する場合に，他の共同相
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復請求権の一種であるとするのが多数説・判例75)である76)。相続回復請求
の場合，原物返還が原則であって，金銭的な価額支払請求は民法1014条の
場合に限定されると一般に解されている。南北家族特例法11条1項第2文
は，このような金銭的な価額支払請求を広く北朝鮮の相続人からの相続回
復請求の場合に認めている77)。相続回復請求の場合，その相手方は，善意
か否かに関わらず，取得した相続財産の全部を返還しなければならないが，
分断の特殊性と実質的衡平を考慮し，現存利益のみの返還で足りるという
考え方や善意者は現存利益のみの返還で足りるという考え方も提示された
が，採用されず，この点は，ロの寄与分による相続分調整に委ねられてい
る。
ロ 寄与分による相続分調整 南北家族特例法11条2項以下は，寄与
分に関する規律である。分断の特殊性等に鑑みて，寄与要件を特別に緩和
する必要性も指摘されたが，民法1008条の2所定の寄与要件に従っており，
続人がすでに分割その他の処分をしたときには，その相続分に相当する価額の支払
いを請求する権利を有する。
75) 大法院1977年2月22日宣告76므55判決，同1981年2月10日宣告79다2052判決等。
76) これに対して，遺産分割請求権の一種であり，除斥期間の適用がないとする見
解も少数ながら有力である。박병호『가족법』（1991년，韓国放送通信大学出版部）
323-32，387면，郭潤直『相續法』（1997年，博英社）269면, 신영호「민법 제1014
조의 상속분가액지급청구권」가족법연구 9호（1995년) 376면 이하.
77) 最近の我が国で，民法910条に基づく価額支払請求における遺産の価額算定基準
を価額支払請求時とし，価額支払債務の付遅滞の時点を履行請求時とする注目すべ
き最高裁判決が現れたが（最判平成28年2月26日民集70巻2号195頁），韓国民法
1014条でも同様の問題が生じ，この点，大法院は，前者については，「民法1014条
の価額は，他の共同相続人らが相続財産を実際に処分した価額又は処分した時の市
価ではなく，事実審の弁論終結時の市価を意味する」とし（大法院1993年8月24日
宣告93다12判決，同2002年11月26日宣告2002므1398判決），後者については履行請
求時としている（大法院2007年7月26日宣告2006므2757，2764判決）。特例法11条
1項第2文においても，これらの問題をいかに解するかは非常に重要であろう。韓
国民法1014条を巡る諸問題については，林鐘孝「민법 제1014조에 정한 상속분가액
지급청구권」법조634호（2009년)41면 이하.
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分断の特殊性等の事情は条文の解釈を通じた解決に委ねられた78)。そうで
あれば，南北家族特例法11条2項以下に特段の特則性が見いだし得ないか
のように見えるが，そうではない。一般に，相続回復請求の場合には，遺
産分割や民法1014条の価額支払請求の場合と異なり，寄与分の主張ができ
ないと解されている。これは，僭称相続人の寄与が認められるとしても，
真正相続人の相続権を侵害した者であるから，それを考慮すべきでないと
いう実質的な理由と，相続回復の訴えが一般民事訴訟事件であるのに対し
て，寄与分請求は家事非訟事件として家庭法院の専属管轄に属するという
手続的な理由からである。特例法は，韓国の相続人の実質的な衡平を図る
とともに，分断の長期化・固着化により北朝鮮の相続人を含めた遺産分割
が事実上不可能な韓国の相続人の寄与分主張を遮断するのは妥当ではない
との考慮から，寄与分主張を可能とさせている。また，韓国民法に寄与分
制度が導入されたのは，1990年改正（1991年1月1日施行）に際してであ
り，改正法施行前に開始した相続に対してはその適用がないが，特例法は，
分断の特殊性から，改正法施行前に開始した相続に対しても，寄与分制度
を遡及適用させている点にも，特則性が見いだせる。
78) 民法1008条の2（寄与分）①共同相続人中に，相当な期間同居・監護その他の
方法で被相続人を特別に扶養し又は被相続人の財産の維持若しくは増加に特別に寄
与した者がいるときには，相続開始当時の被相続人の財産価額から共同相続人の協
議により定めたその者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，第1009条及び
第1010条により算定した相続分に寄与分を加算した額をもって，その者の相続分と
する。
②第1項の協議が調わず又は協議することができないときには，家庭法院は，第1
項に規定された寄与者の請求により，寄与の時期・方法及び程度並びに相続財産の
額その他の事情を参酌し，寄与分を定める。
③寄与分は，相続が開始した時の被相続人の財産価額から遺贈の価額を控除した額
を超えることができない。
④第2項の規定による請求は，第1013条第2項の規定による請求がある場合又は第
1014条の規定する場合に行うことができる。
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（3）残された課題
〔i〕相続回復請求権の行使期間の延長措置 北朝鮮住民の相続権の実質
的な保護を図るため，相続回復請求権の行使期間の延長措置を講じる必要
性が指摘されたが，この点の特則は最終的に盛り込まれなかった。特例法
制定の準備過程では，延長措置に関する具体的な仮案まで提示された79)。
具体的には，南北家族特例法11条1項に相当する規定に続けて，次のよう
な2項・3項を置くものであった80)。
「②第1項の請求権は，分断の終了，自由な往来その他特別な事由が発生した日以
前に，民法第999条第2項で定めた期間が既に経過し，又は当該事由が発生した日
当時，その期間の残存期間が3年未満である場合には，当該事由が発生した日か
ら3年間，相続回復請求権（民法第1014条の場合を含む）を行使することができ
る。
③相続回復請求権行使の当時，民法第999条第2項で定めた期間が経過した場合に
は，相続を受けた者は，本法制定日当時その受けた利益が現存する限度において
返還する義務を負い，返還請求権者は，相続財産を取得した第三者を相手にして
は返還請求をすることができない。」
しかし，仮案のような考え方は，韓国の共同相続人に大きな不利益をも
たらし，また遡及立法による財産権剥奪という憲法違反のおそれがあるこ
とから81)，最終的に採用されず，権利行使期間の延長の問題は今後の課題
79) 仮案については，신영호「남북 이산가족 사이의 상속관련 문제해결－“남북주
민 사이의 가좃관계와 상속 등에 관한 특례법안”입법 취지와 해설」法務士2011년
2월호（2011년）34면 이하を参照。
80) さらに，仮案の段階では，相続財産の返還義務者が相続回復請求権者に対して
取得時効を主張することを排除する規定の設置も提案されていたが，同じく採用さ
れなかった。
81) 延長措置の必要性を認めない見解は，そのほか次のような論拠を示した。①除
斥期間は，消滅時効と異なり，法律関係を早期に安定化させるためのものであり，
分断という特殊事情をもって特例を定めるのに馴染まない，②除斥期間にも民法
182条（天災その他の事変による時効停止）の類推適用が考えられ，必ずしも特例
は必要ない，③中国の朝鮮族，旧ソ連の高麗人などの場合にも，除斥期間が経過し
たという場合がありえ，北朝鮮の住民のみを特別扱いするのは適当でない。これに
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として残された。
問題は，この今後の課題として残されたということの意味である。特例
法11条1項が「民法第999条第1項により…相続回復請求をすることがで
きる」と規定し，期間制限を定める民法999条2項を引いていないが，そ
れが意識的な選択だったのか否かも規定上からは明らかではなく，民法
999条2項の権利行使期間の規定が適用されるのかは，その後，大きな議
論の対象となることが予想された。
〔ii〕遺留分減殺請求権の行使期間の延長措置 相続回復請求権につい
てと同じく，遺留分減殺請求権の行使期間（民法1117条：相続の開始及び
減殺すべき贈与又は遺贈があった事実を知った時から1年，相続開始時か
ら10年）についても，延長措置の要否が検討されたが82)，相続回復請求権
の場合と同様な理由で，このような規定の設置も見送られた。
3 2016年大法院全員合議体判決─北朝鮮住民の相続回復請求と「時の壁」
上述した除斥期間の延長措置の要否の問題は，その後，実際の相続回復
請求事件において，南北家族特例法11条の解釈問題として大法院に持ち込
まれ，全員合議体が開かれた。大法院2016年10月19日宣告2014다46648全
員合議体判決は，期間の延長を認めない考え方に示して，相続権侵害から
10年を経過した後に提起された本件訴えを却下した原審の判断を正当なも
対して，延長措置の必要性を認める見解は，延長措置とともに，韓国の相続人に対
する寄与分を広く認めたり，返還範囲を縮小したりするなどの利益調整的な制度措
置を講じれば問題がないなどと主張した（また肯定論は，寄与分でカバーされない
必要費・有益費等につき特則を置く試みも示した）。
82) 特例法制定の準備段階における仮案は，次のようなものであった。「①相続開始
当時北韓住民であった遺留分権利者は，分断の終了，自由な往来その他の特別な事
由が発生した日以前に民法第1117条か規定する時効期間が満了し，又は当該事由が
発生した日当時，その期間の残存期間が1年未満である場合には，当該事由が発生
した日から1年間，遺留分返還請求権を行使することかできる。②～④省略」
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のとしたが，これには，13名の裁判官のうち5名もの裁判官による反対意
見が付された83)。以下，事案とともに意見の対立をみる。
【事案】A（1905年生）は，1924年3月，Bと婚姻し，二人の間に，子 Y1，
Y2，Cらがいる。Aは，1961年12月に死亡し，Bは1990年4月に死亡した。
Aの相続財産である本件不動産に関しては，1978年1月23日に，韓国にい
た妻Ｂ及び子 Y1・Y2 の名義で所有権保存登記が経由された。一方で，C
は，朝鮮戦争勃発直後の1950年9月，ソウルで失踪した後，北朝鮮で生存
してきたが，2006年12月，北朝鮮で死亡した。Cの娘である Xは，2007
年9月17日，北朝鮮を脱出した後，2009年6月11日に韓国に入国した。X
は，「Aの死亡当時 Cが生存していたので，自らも Aの財産を相続する権
利（代襲相続）がある」として，2011年10月26日，Y1 及び Y2 を相手取り，
83) 本判決の評釈として，최성경「북한주민의 상속회복청구권과 제척기간 –대법원
2016.10.19. 선고 2014다46648 전원합의체 판결」법조721호（2017년) 568면 이하,
정구태「북한주민의 상속회복청구권 행사와 제척기간 再論-대법원 2016.10.19. 선
고 2014다46648 전원합의체 판결에 대한 비판적 연구」통일과 법률 29호（2017년)
43면 이하 がある。
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1961.12 死亡 1990.4 死亡
2011.10.26 提訴
2006.12 死亡
1950.9 行方不明
北朝鮮で生存
1978.1.23
相続登記
2007.9 脱北
2009.6 韓国に入国
A B
CY2Y1
X
↓
本件相続回復請求の訴えを提起した84)。一審は，南北家族特例法11条に基
づく相続回復請求には民法999条2項の適用が排除されるとして，Xの請
求を認容したのに対して，原審は，民法999条2項が適用されるのを前提
に，本件訴えが相続権侵害行為から10年を経過した後提訴された不適法な
ものであるとして，Xの訴えを却下した。Xが上告。
【法廷意見】上告棄却。法廷意見は，最初に，除斥期間の趣旨とその起算
点について，従来の判例の考え方を確認する。「除斥期間は，権利者をし
て当該権利を迅速に行使させることによって，法律関係を速やかに確定さ
せることにその制度の趣旨があるものであり，消滅時効が一定の期間の経
過と権利の不行使という事情により権利消滅の効果をもたらたすのとは異
なり，除斥期間の経過自体だけで直ちに権利消滅の効果をもたらすので，
除斥期間進行の起算点は，特別の事情がない限り，原則的に権利が発生し
た時である」。その上で，相続回復請求権について定める民法999条2項に
おける権利行使期間の制限が短・長期の除斥期間を定めたものであるとし
て，長期のその起算点は，「相続権侵害行為により相続回復請求権が発生
した時」から進行するという。そして，特例法の目的・内容を概観した上
で，特例法の諸規定は，「韓国住民・北朝鮮住民間の家族関係及び相続等
に関する法律関係に関して特例を認め，一定の場合には除斥期間を延長す
ることによって北朝鮮住民の権利を保護する一方で，その権利行使により
韓国住民等に発生しうる法律関係の不安定を最小化することで，韓国住
民・北朝鮮住民間の利害関係を合理的に調整している」という。
以上の前提に立ち，親生子関係存否確認の訴えや認知請求については権
84) 提訴時点（2011年10月26日）で，南北家族特例法は施行されていないが（施行
日は2012年5月11日），同法付則2条によると，「本法は，本法施行前に本法におい
て規律する内容と関連する法律により生じた効力に影響を及ぼさない。ただし，本
法施行当時，南北住民と北韓住民の間に家族関係又は相続・遺言等に関する訴訟が
法院に継続中である事件に関しては，本法を適用する。」とされるので，本件は，
南北家族特例法の適用が認められる事件である。
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利行使期間の制限の延長を定めるのに対して，相続回復請求については延
長措置を講じる規定を有さないことについて，これは一つの「立法的な選
択」であったと，次のような論拠から断じる。すなわち，「家族関係は，
個人的な身分関係及び家族共同体の基礎となるだけでなく，私法的及び公
法的な法律関係も家族関係を前提としてなされる場合が多く，社会的にも
及ぼす影響が非常に大きい。（…）親生子関係存在確認や認知請求は家族
関係の存否ないし形成それ自体に影響を及ぼす事項であって，財産に関す
る法律関係にすぎない相続回復請求の場合より保護の必要性がはるかに大
きいということができるので，南北家族特例法は，このような違いを考慮
して立法に反映したものと思われる」。
さらに，結論的に次のように述べる。「韓国住民・北朝鮮住民間の相続
と関連した紛争において，北朝鮮住民を配慮する必要があるとしても，こ
れは民法上の相続回復請求権の行使に除斥期間を置いた趣旨及び南北家族
特例法の立法目的並びに関連規定を勘案して，当該規定に関する合理的な
法律解釈の範囲内で行われなければならない。相続の回復は，当該相続人
間だけでなくその相続財産を取得した第三者にまで影響を及ぼすので，民
法で定めた除斥期間が相当な程度経過したにもかかわらず，それに対する
例外を認めると，法律関係の安定を大きく害する恐れがある。相続回復請
求の除斥期間がはるかに過ぎたにも関わらず，その特例を認める場合には，
それによる混乱が発生しないよう例外的に除斥期間の延長が認められる事
由及びその期間等に関して，具体的かつ明確に規定する必要があり，また
法律関係の不安定を解消し様々な当事者の利害関係を合理的に調整するこ
とができる制度の補完が伴わなければならないのであり，結局のところ，
これは法律解釈の限界を超えることであって立法による統一的な処理が必
要である。」
【反対意見】これに対して反対意見は，最初に，特例法の制定経緯や趣旨，
南北韓の特殊関係を説明した上で，「相続権は，被相続人と相続人の血縁
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関係から自然的に形成される尊重及び信頼を保護しようとするものであっ
て，このような血縁的結びつきを保護するに際して，国籍や政治的性向は
影響を及ぼさない。現行民法によると，北朝鮮住民の相続権も認められ，
大法院も早くから北朝鮮居住の相続人の相続権を認めてきた。相続権は財
産権の一種であり，北朝鮮住民も大韓民国国民として，財産権の主体であ
る以上，基本権保障という法治国家の憲法的要請から除外されなければな
らない何らの理由もない。」などと厳しく述べる。そして，「法は何人にも
不可能なことを要求することができないのであるから，除斥期間にもまた
消滅時効と同じく最小限権利者が権利を行使することができる前提が内在
していると解さなければならない」と一般論を述べたのち，初期の法律案
で期間延長措置の規律が置かれていたが，それが削除されるに至ったのは，
北朝鮮住民と韓国住民の相反する利害の衝突の場面でいずれを優先するか
断定することができなかったためであり，それは特例法11条が「民法第
999条第1項」のみを明示し，第2項も適用される旨明確化できたはずな
のにしなかったことから窺えるとする。また，韓国住民の利益との調整か
ら，価額支払請求への一元化，寄与分の認定の特則を置いたのも，そのこ
とを基礎付けるという。以上のような理由から，消滅時効の起算点を「権
利を行使しうる時」と定める民法166条1項を類推適用し，除斥期間の起
算点を「北朝鮮住民が韓国に入国することで韓国内に存在する相続財産に
関して相続回復請求権を行使することができる時」と解釈すべきであると
結論づける。
以上のように反対意見は，北朝鮮住民の相続権の実質的な保障を求める
のであるが，財産管理人制度を置いた趣旨に照らして，北朝鮮にいまだ居
住する北朝鮮住民が行使する相続回復請求権については，将来の韓国・北
朝鮮の自由な往来あるいは統一等に備えた権利保全レベルの保障にとどめ，
期間延長措置を講じる必要性を認めない旨，留保的に付言していることも
注目される。
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Ⅴ 結び
以上において，韓国法における相続回復請求制度について，伝統法から
現代法に至るダイナミックな展開を考察してきた。以下では，本稿での考
察のまとめをして，結びとしたい。日本法上の判例・学説に対する検討も
全く不十分であるゆえ，日本法における解釈論・立法論の具体的な提示に
までは及ぶことができず，これらの点は今後の課題となる。
1．議論展開の3つの転機
韓国において相続回復請求制度を巡る活発な議論を生み出したその根源
的な事情はいかなることに求められるであろうか。本稿で考察した史的展
開の3つの転機（ターニングポイント）に着目して，整理しておきたい。
（1）第一の転機が，民法制定時である。日本による併合期において，
真の意味での慣習法であるとはいえないとしても，朝鮮高等法院の諸判決
により日本民法適用と同じ内容の慣習法が形成された（本稿Ⅱ2）。解放
後の大法院は，相続回復請求権の期間制限を「侵害を知った時から6年，
相続が開始した時から20年」とするのが慣習法であるとした（本稿Ⅱ3）。
これに対して，民法制定過程においては，権利行使期間をさらに短縮して
早期の法的安定を図ることが目指された。その結果，「侵害を知った日か
ら3年，相続が開始した日から10年」という，他の立法例には見られない
ほどに短期の権利行使期間が定められた（本稿Ⅱ4）。この権利行使期間
の短縮化の傾向は，不法行為に基づく損害賠償請求権などの相続回復請求
権以外の権利（とりわけ二重の期間制限が定められる規律）についても見
られることであったが，例えば，不法行為に基づく損害賠償請求権の行使
期間を不法行為時から10年とすることと，相続回復請求権の行使期間を相
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続開始時から10年とすることとでは，短縮化の意味合いが大きく異なる。
前者について，不法行為時という起算点に理論的な操作を加えることで，
期間の事実上の延長を導くことが可能であるが，相続開始時＝被相続人の
死亡時という起算点の理論的操作は困難である。そのような違いを，起草
者は看過していたと言わざるを得ない。また，日本民法にあるような「時
効により」という文言が用いられなかったことから，その後の学説・判例
は，相続回復請求権の権利行使期間について，長短いずれの期間も中断・
停止の余地のない除斥期間と理解した。そのような理解により，早期の法
的安定の追求は，一層強化された。また，1981年大法院全員合議体判決が
集合権利説を採用し，相続回復請求権を単一・独立の請求権ではなく，個
別的請求権の集合と理解し，物権的請求権との競合を原則として認めない
ことも，相続回復請求権の期間制限の妥当性に対する懐疑的な見方を広め
た（本稿Ⅲ1）。このような流れが生じたのも，民法制定時における立法
政策上の選択にその根源的な因子を求めることができるであろう。
（2）第二の転機が，1990年改正時である。戸主相続制から戸主承継制
への改正に伴い，残される遺産相続回復請求制度がどうあるべきか，改め
て問い直す重要な契機があった。しかしながら，1990年改正後の大法院判
決は，従来の集合権利説的な理解を変更することなく，共同相続人らを相
手に相続不動産に関する登記抹消等を請求する場合であっても，その所有
権又は持分権が帰属するという主張が相続を原因とするものである以上，
その請求原因の如何を問わず，相続回復請求の訴えに該当するとし，たと
え相続開始時から10年経過後にはじめて相続権侵害があった場合であった
としても，除斥期間経過により相続回復請求権が消滅すると判示した（本
稿Ⅲ2）。もっとも，この1991年の全員合議体判決には，3つの理論構成
の異なる反対意見が付されたことが注目される。まさしく，相続回復請求
権の性質・存在意義を巡るそれまでの学説上の対立が体現されたかのよう
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に映る。それらの反対意見のうち，第二及び第三の反対意見は，相続回復
請求権に関する規定の適用範囲を大きく限定する点で，我が国の判例上の
適用限定説の理解とも類似している。我が国の判例は「善意かつ合理的事
由」が存在する場合に相続回復請求権規定の適用を制限するのだが，1991
年大法院判決における第二の反対意見は，相続回復請求の相手方である条
文上の「僭称相続人」概念を「相続が開始した当時，正当な相続権者でな
いにもかかわらず，正当な相続権者であると信じさせるほどの外観を備え，
正当な相続権者の相続権を侵害している者」と限定的に理解をすることで，
相続回復請求権規定の適用を限定しようとする。すなわち，被告適格の限
定であって，相続開始後に文書偽造等の方法で実体と異なる相続登記をし
た者などが相続請求権規定の適用から除外されるとともに，そのような者
からの第三取得者も規定の適用から除外され，相続回復請求の相手方は相
続開始時にすでに実体と異なる登記簿上の記載がされていた「戸籍上」の
相続人の外観を備える者に限定されるのである。この点，身分関係を公示
する戸籍制度の特質を踏まえて，相続回復請求の被告適格を「むしろ端的
に戸籍上の相続人であると考えるべきである」とされる水野教授の見解が
想起される85)。
（3）第三の転機が，2001年違憲決定及びそれに伴う2002年改正時であ
る。以上のように，1991年判決に複数の反対意見が付され，学説上の議論
も再燃したにもかかわらず，その後の判例も従来の考え方を固守し続けた。
それに対する反応として，相続回復請求権規定に対する違憲訴訟が多発し
た。そして遂には，憲法裁判所により，同規定の違憲決定が示された。本
来は真正な相続人保護という淵源的な目的があるはずの相続回復請求権が，
権利行使期間の著しい短縮化によって，「むしろ僭称相続人を保護する規
85) 水野紀子「相続回復請求権に関する一考察」加藤一郎先生古稀記念『現代社会
と民法学の動向(下）』（1992年，有斐閣）409頁以下［417頁］。
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定に変貌」しまっているという違憲決定の指摘は，相続回復請求制度の本
来的な趣旨を真正な相続人保護と捉えるのであれば，まさしく当たってい
る，しかしながら，それは，民法999条の趣旨をそのように捉えれば，で
ある。民法999条は，その第2項の権利行使期間の制限の点にこそ，その
存在意義があり，僭称相続人が結果的に保護されることになる理由とされ
る，法律関係の早期安定という言葉をより実質化して理解することができ
れば，違憲決定の指摘は必ずしも妥当しなくなるであろう。この点で，水
野教授が「身分関係が戸籍上どのように記されているかということは，当
事者にとって深刻な関心事であるはずであるから，あえてそれを長期間放
置した真正相続人と比較した場合に，血縁関係上は自分が相続人でないこ
とを知っていた戸籍上の表見相続人であっても，時効援用を許すべき場合
もありうるのではないであろうか」と述べられつつ，短期の権利行使期間
の正当化を我が国独特の身分公示制度である戸籍制度の特質に求められた
が，このことは，同じく戸籍制度を有していた韓国においても，妥当する
のかもしれない。違憲決定を受けた2002年改正は，相続回復請求制度の存
在意義や妥当性を再検討する大きな機会であったはずであるが，その点の
十分な検討なく，長期の権利行使期間の起算点を「相続開始」時から「侵
害行為」時にずらすという「弥縫策」的な対応にとどまってしまった。そ
の後も，相続回復請求権規定の不合理性を指摘する見解があらわれ，改正
後の999条に対する違憲訴訟が続いたのも，それゆえである。
2．北朝鮮住民からの相続回復請求問題が投げかけるもの
最後に，本稿Ⅳで補論的に考察したことから，注目すべき点を取り上げ
ておきたい。離散した北朝鮮住民あるいは脱北者からの相続回復請求とい
う極めて特殊な事態に関する議論ではあるが，相続回復請求制度の立法
論・解釈論にも一般化しうるアイデアがいくつか含まれているように思わ
れる。
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まずは，相続回復請求権の行使期間の延長措置を認めるべきであるとす
る考え方に示されていたように，相続回復請求の相手方である韓国住民の
寄与分を広く認めて，利害関係を調整する可能性である。我が国でも韓国
と同様に，一般に，相続回復請求の場合には，遺産分割や民法910条の被
認知者の価額支払請求の場合と異なり，寄与分の主張ができないと解され
ている。南北家族特例法上の相続回復請求に関する特則は，この点に関す
る特則を含むが，それを一般化することも，立法論の一つとして検討され
てもよいのではないであろうか。
次に，南北家族特例法上の相続回復請求に関する特則は，他の共同相続
人がすでに分割その他の処分を行った場合に，広く価額支払請求を認めて
いる。一般に，相続回復請求は，現物返還請求が原則であり，例外は被認
知者の価額支払請求に限られている。特例法上の規律はそれに対する特則
性をもつのだが，そのような限定的な理解から脱却し，相続回復請求の原
則的な態様を価額支払請求に求め，あわせて上記の寄与分の主張の余地を
認めることで，個別具体的な利害関係の調整を図ることも，相続回復請求
制度の立法論・解釈論の一つとして考えられてもよい。この点，現行法の
下で実行可能な包括的・抽象的相続回復請求を構想し，相続財産の包括的
占有者に対する相続人の抽象的持分相当額の返還請求という金銭請求の形
に再構成しようとされる加藤教授の見解86)が想起されるところである。
86) 加藤雅信「相続回復請求権の『雲散霧消』と，その再生」家月45巻3号（1993
年）1頁以下〔のちに，同『現代民法学の展開』（1993年，有斐閣）614頁以下に所
収〕。
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